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1923－2023横浜国立大学 社会科学系部局 百年史1923－2023横浜国立大学 社会科学系部局 百年史

　横浜国立大学社会科学系は、その前身である横浜高等商業学校が 1923 年 12 月の設立公布を経て
1924 年 4 月に開学してから、2024 年度に 100 周年を迎えました。
　本学社会科学系は 2004 年度に 80 周年を迎えたことを記念して、『横浜国立大学社会科学系部局
八十年史』を刊行しています。それからさらに 20 年が経過した 2024 年度までに、本学社会科学系が
どのように発展してきたかを整理して皆様にお伝えすべく、『横浜国立大学社会科学系部局百年史』を
公開することとなりました。
　2004 年は国立大学が法人化するという大きな変化が起きただけでなく、本学社会科学系は法科大学院
を設置し、さらに横浜ビジネススクールを開設しました。1999 年に開設された大学院国際社会科学
研究科は、2013 年に大学院国際社会科学研究院・国際社会科学府へと組織改編し、経済学専攻、
経営学専攻、国際経済法学専攻において博士課程前期と後期の教育を行うこととなりました。
　2015 年 4 月には国際社会科学研究院経済系から長谷部勇一教授が本学学長に就任されました。
長谷部学長の下で全学一体の改組が行われ、2017 年 4 月には 50 年ぶりの新学部として都市科学部が
設置されるなど、本学のさらなる発展に向けた取組みが進められました。同時期に経済・経営両学部
でも改組が行われ、2017 年４月からそれぞれ一学科体制に移行するとともに、経営学部では夜間主
コースを廃止しました。しかし 2018 年には、法科大学院が翌年度からの学生募集を停止することを
決定し、本研究院・学府の大学院教育の立て直しが急務となりました。
　2020 年に入ってから、新型コロナウィルスが世界的に感染拡大しました。同年 3 月の卒業式は中止
され、翌 4 月から新学期を開始することができず、翌 5 月の連休明けまで新学期開始が延期されました。
さらに 2020 年度の 1 年間は原則として学生の入構を禁止するなど、まさに誰も経験したことがない状況
になりました。国際社会科学府、経済学部、経営学部の教育はオンライン授業に切り替わり、各教員は
手探りながらも学生への授業提供に最善の努力をしました。
　しかし、コロナ禍で従来のような対面授業ができないなかでも、経済・経営両学部は 2021 年度から
新しい教育プログラムをスタートさせました。経済学部と経営学部にはそれぞれ DSEP（Data Science
Education Program）を、経済学部に法律系教員が協力して LBEEP（Lawcal Business Economics
Education Program）を開設しました（Lawcal は Law（法）と Local（地域）を掛け合わせた造語）。
これら新しい教育プログラムは、Society 5.0 やデータ駆動型社会で活躍できる人材を育成するために、
経済、経営、法律の専門性に加えて、数理・データ分析の技能を修得させることを目的として開設され
ました。同時期にスタートした大学院先進実践学環、あるいは大学院国際社会科学府の各専攻に進学
して、5 年一貫で修士の学位を取得できる仕組みも作りました。
　また、社会人のリカレント・リスキリング教育の充実化も図りました。18 歳人口が今後急速に減少する
ことが見込まれるなか、従来の学部定員も徐々に縮小せざるを得なくなることが予想されています。
そこで新しい学生として、社会人大学院生を受け入れて教育することが重要な選択肢の一つとなっています。
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西の方富士の霊峰をまなかひに望む処横濱市南太田富士見台 白亜三層の学舎建つ是横濱髙等商業学校なり
本校の創立者 田尻常雄先生 大正十二年関東大地震の襲来によって横濱市全域焦土と化したる時に当たり本校創設の
官命を帯びて長崎髙商校長の職より此の地に転じ日夜奔走して大正十二年十二月設立の業務を完了し初代校長となる
優秀充実の教授陣を擁して大正十三年四月開校
信頼之人の育成を以て校是を定め師弟 切磋琢磨よく独自の学風を創造忽ちにして横濱高商の名 天下に冠絶せり
横濱国立大学経済学部並に経営学部は本校を其の歴史的源泉とす
此の渕源に発して今日に至る六十年の歴史の流れは学園の環境を激変したりと雖もここに培われたる教育精神は不滅なり
此の学校に学び田尻校長の馨咳に接したる者総て先生を敬慕してやまず
茲に富丘会の有志 慈父の温顔を永久に伝ふべく田尻常雄先生の像を建立す

修復された田尻常雄先生の胸像

富丘会有志

昭和五十七年十二月 横浜国立大学元学長 黒澤清撰書

台座銅板に書かれた文

初代校長
田尻 常雄先生の像
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経済学専攻と国際経済法学専攻も新しいリスキリングコースを 2023年度から順次スタートさせ、博士
課程前期と博士課程後期の両方で社会人大学院生の教育を開始しました。また、経営学専攻の横浜
ビジネススクールは 2024年度で開講 20周年を迎え、数多くの社会人に修士の学位を取得させてきました。
2026年度入学者からはそれまでの募集人員 12名を 20名に拡大することになりました。
　このように本学社会科学系は、過去 20年間を振り返るだけでも、国立大学法人化、法科大学院設置
と廃止、新型コロナウィルスの感染拡大、という大きな困難を乗り越える努力をしてきました。これからは
少子化による18歳人口の大幅減少という社会現象をどう乗り越えるかが課題となります。先に述べた
ように、学部教育にデータサイエンス教育や 5年一貫教育を導入することで教育内容の高度化を図ると
ともに、社会人の大学院生を受け入れる教育プログラムを充実化するなどの弛まぬ努力を続けることで、
次の 20年、あるいはさらに 50年、100年と本学社会科学系が発展していくことを目指す所存です。
　本学社会科学系開設から100年以上にわたる先人の努力と関係各位のご支援に心より感謝申し上げ
ますとともに、今後も変わらぬご指導・ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

国際社会科学研究院長

佐藤 清隆
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